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※改ページ 

 

 

 

1.1 将来ビジョン 

（１）地域の実態 

【地域特性】 

（１）地理的特性 

  串間市は、宮崎県の最南端に位置し、総面積は２９５．１６㎢、東部は日向灘、南部は

志布志湾に臨み、都城市、日南市及び鹿児島県志布志市と隣接している。また、黒潮の影

響により温暖な気候で、日照時間も長く海岸部には無霜地帯があり、亜熱帯植物が自生し

ている。東部から南部に続く海岸線は延長７７ｋｍあり、その一部は日南海岸国定公園に

指定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）自然環境（特別天然記念物等） 

 市内には豊かな自然が多数残っており、１つの特別天然記念物と３つの天然記念物を次

のとおり有している。 

ア「岬馬およびその繁殖地」 

統治していた秋月家が軍馬養成のために都井岬を牧場として開き、その名残で現

在も手つかずのまま「野生」の馬として生息している。 

イ「都井岬ソテツ自生地」（特別天然記念物） 

都井岬の南端にソテツ自生の北限として約３千本自生している。 

ウ「幸嶋サル生息地」 

１．全体計画 （自治体全体でのＳＤＧｓの取組）  
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日本のサル学発祥の地として有名な文化猿の島である。 

エ「石波の海岸樹林」 

日本の渚百選に選ばれ、亜熱帯植物が群生している。 

 

 

 

 

 

 

ア「岬馬およびその繁殖地」        イ「都井岬ソテツ自生地」 

 

 

 

 

 

 

ウ「幸嶋サル生息地」            エ「石波の海岸樹林」 

 

（３）人口 

 昭和３０年の４２，３０５人をピークに減少の一途をたどり、平成３１年２月時点では 

１７，６７９人（現住推計人口）となっている。少子高齢化、人口流出等により今後、さらに人

口減少は進むものと予想されており、担い手不足による産業の衰退、集落維持の困難、空

き屋・空き店舗の増加が課題となっている。 
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（４）産業構造 

 ①第一次産業 

本市は「かんしょ」や「水田ゴボウ」「きんかん」「養殖ぶり」「杉材」などが全国でも有数の

生産額を誇る。 

農業においては、平成２８年度から国立大学法人宮崎大学（以下「宮崎大学」という。）と

本市が協働で行った、「くしまオリジナルブランド認証推進に関する研究」において本市の

ブランドである「ヤマダイかんしょ」が平成３０年８月６日に地理的表示（GI認証）として登録

され、長年に渡り生産者が試行錯誤し厳しい規格を確立してできたブランドが認められたと

ころである。 

林業においては、宮崎県は杉素材生産量２７年連続日本一という実績があり、その中で

も、本市に事務所を有する南那珂森林組合は、材積量取扱実績が全国トップクラスである

ことから、有数の林業生産地でもある。 

漁業においては、市内事業者（丸栄水産株式会社）が昨年、ローマ法王へ謁見し養殖カ

ンパチの加工品を献上しており、商品のクオリティーの高さを示したところである。 

 

 

 

 
 

 

 

（ヤマダイかんしょと GI登録証）        （宮崎日日新聞 スギ２７年連続日本一記事） 

 

 

（ローマ法王謁見の様子）           （献上されたカンパチの加工品） 
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②エコツーリズム 

「岬馬およびその繁殖地」や「幸嶋サル生息地」などにおいて「馬追い」などによる御崎馬

を保全する活動や、京都大学霊長類研究所による幸島文化猿の保護・観察など、先祖

代々受け継がれてきた生物多様性を保全する活動が、エコツーリズムの理念に適合する

と考え、平成２６年に「串間エコツーリズム推進協議会」を設置し、「エコツーリズム推進法」

に基づく、串間エコツーリズム推進全体構想の国の認定を目指し、平成２９年２月に、九州

で初となる国の認定を受けている。また、環境省において取組が評価され特別賞を受賞し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

（環境省での特別賞授与式） 

 

③再生可能エネルギー施設 

 山脈を源とする豊富な水や樹木、長い日照時間等の豊富な自然環境を活かした、小水

力発電、木質バイオマス発電、太陽光発電が稼働している。また、2021年に地中熱を利用

した空調システムが計画されている「まちなかの道の駅」（仮称）、2020年には一定の風が

安定的に吹く崎田地区から都井地区の稜線沿いに、九州最大規模の風力発電が稼働予

定である。本市には豊かな自然を活かした再生可能エネルギー（以下「再エネ」という。）施

設が多く存在している。 

 

（市内の再生可能エネルギー施設概要） 

種  類 発 電 規 模 

風力発電 64,800㎾（2,850㎾×23基） 

木質バイオマス発電 1,940㎾（181.5㎾×10基+125㎾（バイナリー発電１基）） 

小水力発電 450㎾ 

太陽光発電 12,000㎾（メガソーラー６箇所合計） 

地中熱 まちなかの道の駅での空調として利用 
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（メガソーラー）        （木質バイオマス発電所）   （小水力発電所） 

 

（５）地域の協議会 

 商店街を含む中心市街地が人口減少とともに衰退していく中、串間市の活性化のため

に、国指定重要文化財である旧吉松家住宅の雰囲気に合う「大正ロマンのまちづくり」を提

唱する「くしままちづくり協議会」（以下「協議会」という。）が平成２５年に発足。協議会は市

民からの募金などにより、まちづくりの拠点・観光の発信地としてレトロ路面電車を串間駅

前広場に設置。設置にあたっては、購入に至るまでの交渉、車両運搬、周辺工事等を地元

建設業等の協力を得ながら、行政に頼らず全て協議会で行った。さらに、このレトロ路面電

車や旧吉松家住宅と連携した多彩なイベントを開催しており、その取組が評価され、平成３

０年度「手づくり郷土賞」（国土交通省主催）を受賞されるなど、行政に頼らず市民主導によ

る「賑わいの創出」と「持続可能な活動」を続けている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（設置された路面電車）         （路面電車を中心とした賑わいの創出） 

 

【今後取組む課題】 

上記の地域特性で掲げているとおり、本市は経済・社会・環境の分野においてポテンシ

ャルを有していると考えるが、それぞれの取組のブラッシュアップや各取組を物理的につな

ぎ連動させ横展開及び稼ぐことによる持続可能性のための仕組みが弱いと思われる。ま

た、少子高齢化、人口流出等による生産年齢世代の縮小など、マンパワー不足による地

域としての活力低下も懸念される。 
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（２）2030年のあるべき姿 

【2030年のあるべき姿】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【経済】豊かな自然環境や特色ある文化を活かし、賑わいと活気あふれる産業の都市 

 ・市内全域において、再エネ施設の見学やエコツーリズム等の取組が進むことにより、賑

わいと魅力あふれる都市が実現している。 

・２０２１年３月に「まちなかの道の駅」（仮称）がオープン予定であり、道の駅を中心とす 

る地元事業者の積極的な参入による活気あふれる産業が実現している。 

 

【社会】市民・団体・事業者・行政が力を合わせた、参画・協働のまちづくりの都市 

 ・産業分野、防災分野、環境分野を中心とする人財育成に力を入れることにより、行政主 

導のまちづくりから行政と市民が連携して取組む、参画・協働のまちづくりが実現して 

いる。 

 

【環境】環境・景観保全を基本とした循環型社会の暮らし 

・市民向けの再エネ導入補助や環境学習講座に取組むことにより、市全体の低炭素 

化が図られ、環境に優しい都市が実現している。 

・市民のみならず、市施設においても再エネの導入を進めることで、環境に配慮しつつレ 

ジリエンスな都市が実現している。 

 

豊かな自然とと
もに、生きる喜
びにあふれる協
働と交流のまち 

くしま 

【社会】市民・団
体・事業者・行政
が力を合わせた、
参画・協働のまち
づくりの都市 

【環境】環境・景
観保全を基本とし
た循環型社会の暮

らし 

【経済】豊かな自
然環境や特色ある
文化を活かし、賑
わいと活気あふれ
る産業の都市 
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（３）2030年のあるべき姿の実現に向けた優先的なゴール、ターゲット 

（経済） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

８，９ 指標：串間市観光入込客数 

現在（2018年）： 

251,538人 

2030年： 

320,000人 

 

１１，４ 指標：市の環境保全の状況についての満足度（市民アンケート） 

現在（2018年 8月）： 

21.3％ 

2030年： 

50％ 

「豊かな自然環境や特色ある文化を活かし、賑わいと活気あふれる産業の都市」を目指

し、「エコツーリズム」と「再エネ施設見学」を連携させる。そのためにも、市街地に整備が進

められている「まちなかの道の駅」（仮称）を核とした市内を循環する観光ルートの形成及

び市内全体の経済の底上げとなる取組を推進し、持続可能な雇用を創出する。 

◆ゴール８ ターゲット８．９ 

    都井岬等の国指定特別天然記念物等や再エネ施設を活用した質の高い観光業を

確立する。 

◆ゴール１１ ターゲット１１．４ 

    自然の保護・保全を強化することで、エコツーリズムや第一次産業の経済を高いレ

ベルへ引き上げる。 

 

（社会） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

１３，１ 指標：自主防災組織結成率 

現在（2019年 2月）： 

90.85％ 

2030年： 

100％ 

 

４，４ 指標：高校生の地元就職率 

現在（2018年度）： 

50％ 

2030年： 

50％（現状維持を目標） 

「市民・団体・事業者・行政が力を合わせた、参画・協働のまちづくりの都市」を目指し、

グローバル社会に対応出来るための国際交流や、頻発する災害に対する備えが必要であ

ることから、様々な分野の人財育成に注力し、一人一人が力を合わせるまちづくりに取組

む。 
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◆ゴール１３ ターゲット１３．１ 

    若年層をはじめとした多様な世代に対し、災害に対する知識や技術を習得させ、被

害を軽減させる。 

◆ゴール４ ターゲット４．４ 

    株式会社宮崎銀行（以下「宮崎銀行」という。）等の様々なステークホルダーとの連

携により、個々の技術やスキルを向上させ、グローバル社会に対応出来る人財の育

成を行う。 

 

（環境） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

７，２ 指標：新たな再生可能エネルギーの研究及び開発により設置され

た施設数 

現在（2019年 2月）： 

０箇所 

2030年： 

1箇所 

 

１５，２ 指標：再造林面積 

現在（2018年）： 

119.55ha／年 

2030年： 

160ha／年 

「環境・景観保全を基本とした循環型社会の暮らし」を目指し、官民挙げて再エネの積極

的な導入や再エネ施設との協働によるツーリズムや社会学習の推進により循環型社会の

推進に取組む。 

 ◆ゴール７ ターゲット７．２ 

   公共施設や一般住宅での再エネの導入を促進し、市全体のエネルギー需要量を削減

する。 

 ◆ゴール１５ ターゲット１５．２ 

   持続可能な森林経営及び保全並びに生物多様性の損失を阻止する。また、継続的に

実施することで、エネルギーミックスにおける再エネの割合を拡大させる。 

 

 
（社会学習の場としての小学生による林業体験） 
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※改ページ 

 

1.2 自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組 

   ※ＳＤＧｓ未来都市選定後の３年間（2019～2021年度）に実施する取組を記載す

ること。 

（１）自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組 

① 「経済」面での取組み 

 「豊かな自然環境や特色ある文化を活かし、賑わいと活気あふれる産業の都市」 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

８，９ 指標：串間に拠点を置く旅行業者数 

現在（2019年 2月）： 

0社 

2021年： 

1社 

 

１１，４ 指標：エコツーリズム参加者数 

現在（2019年 1月）： 

2,152人 

2021年： 

2,500人 

 

１．自然と再エネ施設を融合させたツーリズムの構築  

  関連するゴール８、ターゲット８．９ 

本市の強みである、自然やその自然を活かした再エネ施設を点ではなく、面で繋げるた

め、「旅行業取扱管理者」を育成し、串間市の旅行会社設立を目指し、稼げる旅行商品の造

成を行っていく。なお、本取組は自治体 SDGsモデル事業に記載している「SITプロジェクト」

の根幹となる取組である。 

 

２．エコツーリズム 

 関連するゴール１１、ターゲット１１．４ 

地域の自然資源や生活文化を守りながら活用し、その恩恵を次世代に送り届けることを目

的に、エコツーリズムで「人とのふれあい」と「体験」によって、地域の自然と文化を楽しみ、体

感する旅（参加・体験型観光メニュー）を提供することで、地域（串間）ファンの獲得と郷土愛

の醸成による地域の活性化を実現する。さらに、稼ぐことのできるメニューとすることで持続可

能な地域を目指す。 
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② 「社会」面での取組 

「市民・団体・事業者・行政が力を合わせた、参画・協働のまちづくりの都市」 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

４，１ 指標：中高一貫教育における「課題解決学習」の回数 

現在（2019年 1月）： 

0回 

2021年： 

10回 

 

４，４ 指標：タイにおける串間フェア期間内の特別メニュー販売数 

現在（2018年）： 

430食 

2021年： 

500食 

 

１３，１ 指標：防災士合格者数 

現在（2018年： 

3名 

2021年： 

30名（2019～2021年合計） 

１．一貫した教育体制の整備 

関連するゴール４、ターゲット４．１ 

本市の教育において、課題解決能力、現実社会対応能力の育成に力を入れ、小学校から

本市唯一の高校である宮崎県立福島高等学校（以下「福島高校」という。）までの間、学びの

環境の充実を図り、多様な社会に適応できる人財の育成に注力する。 

 

２．グローバル社会に対応できる人財の育成 

  関連するゴール４、ターゲット４．４ 

  タイ（バンコク）伊勢丹のフードコートにおいて、富裕層をターゲットとした串間フェアを開催

し、特別メニューを販売することで現地における必要なニーズを把握することができる。そのこ

とにより、本市に多い中小企業においても海外をターゲットとした商品化を促し、事業者のグ

ローバル化を進めていく。 

 

３．大規模災害に対応できる人財の育成 

関連するゴール１３、ターゲット１３．１  

福島高校で開催されている地域創生学で、災害時に対応できる人財の育成を目的に年間

を通して授業を行っている。授業については市危機管理課が中心となり、自衛隊、海上 

保安庁、宮崎県警、宮崎地方気象台、日本赤十字串間支部、宮崎県防災士ネットワーク串

間支部、串間市社会福祉協議会等による特別授業が開催されており、キャリア授業の側面も 

兼ねている。                                                 
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(間仕切り組み立て訓練)          （自衛官による中高合同の防災講話） 

 

③ 「環境」面での取組み 

「環境・景観保全を基本とした循環型社会の暮らし」 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

７，２ 指標： 市内における急速充電器設置数 

現在（2019年 2月）： 

1 カ所 

2021年： 

4 カ所 

 

１２，８ 指標：再エネ普及に向けた市民向け講座の開催数 

現在（2019年 2月）： 

0回 

2021年： 

5回 

１．低炭素社会実現のための取組  

 関連するゴール７、ターゲット７．２ 

 再エネを市民一丸となって推進するため、太陽パネルと蓄電池設置への補助を行う。この

補助については売電目的の太陽パネルの設置ではなく、自家発電・自家消費へと促すため

の補助を目的とし、低炭素社会の都市づくりを進める。さらに、市民の EVの普及を推進する

とともに急速充電器の設置を検討し、EVオーナーが立ち寄りやすい社会を実現する。 

 

２．市民の意識向上に資する取組 

 関連するゴール１２、ターゲット１２．８ 

 小中学生を中心とした市民を対象に市内で稼働している再エネ施設の見学を実施すること

で、自然環境の保全・育むための心の醸成を促す。 
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（２）情報発信 

（域内向け） 

◆各種講座を活用した PR 

 市内にある公民館等で開催される講座を活用し、SDGsに関する出前講座を行うとともに、

高校生や中学生向けの参加型ワークショップを開催し、SDGsの理念を身近に感じてもらう取

組を展開する。 

 

 （公民館講座風景） 

 

（域外向け（国内）） 

◆イベントを活用した PR 

 串間三大イベント「福島港花火大会」「都井岬火まつり」「串間市民

秋祭り」において、SDGs関連ブースやアナウンスによる告知を行うな

ど、市民への普及啓発を進めるとともに、来場者に SDGs推進都市

であることを強く PRする。 

（都井岬火まつり） 

◆その他の取組 

 市公式サイトや Facebookに SDGsの取組を掲載し、インターネットを利用した配信を積極的

に行っていく。また、市職員の意識向上のためにも、SDGsバッジやロゴ入り名刺を作成し、配

布を行っていく。 

 

 

（海外向け） 

本市は宮崎銀行との協働事業である「串間市海外戦略プ

ロモーション事業」の一環としてタイで「串間フェア」を実施し

ており、そのフェアの様子は、現地メディアから多数取り上げ

られている。今年度はエコツーリズムや食といった本市の魅

力を紹介したところであるが、次年度以降の事業展開では

本市 SDGsの取組を紹介し、積極的な情報発信を行ってい

く。                                                                                                 

 

（現地メディアの報道） 
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（３）普及展開性（自治体ＳＤＧｓモデル事業の普及展開を含む） 

（他の地域への普及展開性） 

地域の実態において前述しているように、本市は雄大な自然とそれを活用した再エネ施設

が多数ある。この地域のポテンシャルを活かし再エネ施設とエコツーリズムを融合させた新し

い旅行商品の造成を実施することとしており、この事業は環境に対する意識の醸成や CO2

削減等に配慮すること等を趣旨として掲げるものである。 

この環境に配慮した事業内容において、観光等の稼ぐことができる分野とマッチングするこ

とにより持続可能性を高めるものであり、地元資源のブラッシュアップやCO2削減などは全国

のどの地域においても取組むべき課題であると考えることから、本市が先駆的に取組み、他

の自治体に普及展開するものである。 

 

（自治体ＳＤＧｓモデル事業の普及展開策） 

 上記に掲げた事業は、再エネ関連事業者や行政などの視察、社会科学習や修学旅行とし

ての教育、一般の方々の観光等を想定しており、様々な層を対象として捉えている。また、再

構築・再計画を行う予定である本市公共交通網によるエコな移動手段等で、さらに環境に対

する取組を推進するとともに、それが一体となることによる連動した仕組を構築し、小規模自

治体でのモデルケースとして位置付けたいと考えている。 

 このような取組等を推進することで、様々な地域から様々な層の方々が本市に訪れるもの

と考えており、多様なステークホルダーと連携することで情報発信力、集客力は増加すると考

察している。また、当該事業は、観光が基軸となったものであることから事業内容が柔軟に調

整できるため、エネルギー関連の視察であれば対象範囲を広げメニューを創ったり、姉妹都

市・友好都市などとの食の連携など他地域と様々な形で展開できると考える。さらには先進

事例として地位を確立できれば視察等によって自治体 SDGsモデル事業の普及展開に大きく

貢献できるものと考える。 
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※改ページ 

 

1.3 推進体制 

 

（１）各種計画への反映 

１．第６次串間市長期総合計画（２０２1～２０３０年度） 

 本市では、２０２１年度に１０年間の指針となる長期総合計画が第６次に移行することとな

り、新たなフェーズによるまちづくりをすすめることとなる。 

 改訂作業において、SDGsの記載は持続可能なまちづくりに有用かつ不可欠なものとして

捉え、目標の達成に向けた取組の具体化と加速化を図るとともに、本提案に掲げた取組を

反映することとする。 

 

２．串間市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

 ２０１５年度に、本市におけるまち・ひと・しごと創生の取組を推進するため、本市の人口

の現状と将来の展望を示したうえで、今後５年間の目標や施策の基本的方向及び具体的

な施策をまとめた「串間市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「総合戦略」という。）を策

定した。 

 総合戦略では基本的な考え方として、①人口減少と地域経済縮小の克服、②まち・ひと・

しごとの創生と好循環の確立を柱として以下の４つの基本目標を設定し、その推進のため

の具体的な取組を整理している。 

①安定した雇用をつくる 

②子育て世代を支える 

③安心・安全なくらしを守る 

④人を呼び込む 

 これらの基本目標は自治体 SDGsの取組に合致するものであり、設定されている数値目

標（KPI）は本市における「持続可能な開発目標」といえる。したがって、SDGs未来都市とし

て施策を推進するにあたっての行動計画の骨格と位置づけ、第 2期総合戦略については

本提案に掲げた取組を反映させる。 
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（２）行政体内部の執行体制 

【体制図】 

  

 

 

本市の推進する SDGｓの取組は、再エネを核としたものであり、新エネルギー政策室

（仮）を２０１９年度から新設し、庁内において横断的な検討や議論を行い連携するもので

ある。 

また、市民からの意見をスムーズに行政内で反映できるよう「くしま創生会議」を設置し

ており、直接、市民が行政に提案等を行い事業化へ向けた検討を行っている。この事業を

活用し、SDGｓに対する意見も積極的に出してもらい、行政だけでなく市民が中心となって

推進できる仕組も構築する。 

（３）ステークホルダーとの連携 

１．域内外の主体 

①くしままちづくり協議会 

平成２５年に発足し、市民からの募金などにより、各種イベントを開催し市民主導の賑わ

いの創出が実施されている。ひいては、JR串間駅近くに協議会が設置したレトロ路面電車

は観光案内拠点となり、土日は協議会を中心に市民一丸となりボランティアスタッフとして

おもてなしを行っており、「まちなかの道の駅」（仮称）と旧吉松家住宅周辺を繋ぐ賑わい創

出の重要な役割を担う団体である。 

市長 

庁議・調整会議 

新エネルギー政策室（仮） 

関 係 課 等 

連携 

調整 

くしま創生 

市民会議 

提案 
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②海山社中 

 本市が整備を進めている「まちなかの道の駅」（仮称）の管理運営予定者であり、２０２１

年の開業に向けて、道の駅の運営方法や必要な整備などを市と協議を重ねている。 

 海山社中は本市の３０、４０代の３名で構成しており、持続可能なまちづくりのため、道の

駅を核として串間を盛り上げていきたいと熱意のある団体である。 

 

③一般社団法人串間青年会議所 

 串間青年会議所は積極的に SDGsの推進に取組んでおり、市とタイアップした市民向け

SDGs講演会の開催を計画している。 

 

④有限会社スーパーほりぐち 

 本市発祥の小売店であり、地域に根ざした企業であることから、地産地消など地元生産

者との連携による域内での持続可能な取組を行っている。ふるさと納税の商品受注も受け

るなど、本市のリーダー的存在である。 

 

⑤一般社団法人串間市観光物産協会 

平成２９年４月に本市の「観光協会」と「地場産業振興協議会」が一体化した、本市の観

光と商工振興の柱となる民間組織である。「産業観光」の受付・案内業務など、市の「総合

窓口」としての機能が期待されることから、更なる密な連携が必要となる。 

 

⑥再生可能エネルギー関連事業者 

ア 串間風力発電所（串間ウインドヒル株式会社） 

イ 大生黒潮発電所（くしま木質バイオマス株式会社） 

ウ 市ノ瀬小水力発電所（米良電機産業） 

エ メガソーラー（市内６事業者） 

ＳＤＧｓモデル事業推進のために連携する企業である。 

 

⑦宮崎県立福島高等学校 

 本市に唯一ある高等学校で、平成３０年に創立９５年を迎える歴史と伝統のある学校で

ある。串間市立串間中学校とともに、県内初の連携型中高一貫教育校となり、１学年３クラ

スの小規模高校であるが、その強みを最大限に活かし、地域創生学において地域の課題

をテーマに行政に対してプレゼンの実施や中高の乗り入れ授業をはじめとする、魅力ある

カリキュラムを行っている。 

  

⑧串間エコツーリズム推進協議会 

 「串間エコツーリズム推進全体構想」を推進するうえでの主たる協議会である。串間エコ
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ツーリズム推進全体構想は国（環境省・農林水産省・国土交通省・文部科学省）の認定を

受けていることもあり、他の自治体等からの注目度も高く、本市の新たな観光の重要な位

置付けとなる組織である。 

 

⑨日産自動車株式会社 

 EV等を通じて環境に配慮した持続可能な社会を形成するため、国内における EV販売台

数１位である日産自動車株式会社と連携を行う。具体的な取組として「電気自動車を移動

手段として活用」「充電インフラ整備のサポート」「電気自動車を【動く蓄電池】として活用」を

予定しており、急速充電器設置に関するノウハウの提供や EVを用いたカーシェアリングの

実証実験などを今後進めていく予定である。 

 

⑩株式会社宮崎銀行 

 平成２９年２月に本市経済の発展のため、包括的連携協定を結び、（１）地域資源を活用

した魅力ある産業の育成と雇用の創出に関すること（２）子育て世代の支援体制構築に関

すること（３）安全・安心な環境づくりとまちの活性化に関すること（４）交流人口の増加や移

住等の促進に関すること（５）その他地域社会の活性化及び市民サービスの向上に資する

こと、の５つの項目において連携を深めることとし、現在海外戦略プロモーション事業を展

開し、バンコク（タイ）にある伊勢丹のフードコートにおいて、本市の食材を使ったメニュー開

発及び販売促進、食と旅を連動させたプロモーション活動を実施している。 

 

⑪第一勧業信用組合（東京） 

 平成３０年２月に包括的連携協定を結び、（１）人口減少と地域経済縮小の克服に関する

こと、（２）まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立に関すること、（３）その他地域社会の活

性化及び市民サービスの向上に資すること、の３つの項目において連携を深めることとし

ており、首都圏における農産物等の PRを中心に展開している。 

 

⑫国立大学法人宮崎大学 

本市と宮崎大学は、平成２５年５月に包括的連携に関する協定を締結しており、それぞ

れの資源や機能等の活用を図りつつ、相互に協力し、地域の発展に寄与することを目的と

している。また、「岬馬およびその繁殖地」での調査・研究は半世紀以上前から継続して取

組まれており関わりは深い。 

 

⑬宮崎産業経営大学 経営学部 出山研究室 

 福島高校の地域創生学の支援を平成２９年度から継続して行っている。これまでには本

市の特産品であるかんしょを活用した新スイーツの開発を行い、新くしま人応援隊という民

間団体が主催する移住体験ツアーで振る舞うなど、本市のPRに貢献した。平成３０年度は
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防災をテーマとした地域コミュニティの重要性など学生の立場に寄り添った教育支援を実

施している。 

 

２．国内の自治体 

①日南・串間広域市町村圏協議会（宮崎県日南市、串間市との連携） 

 宮崎県の県南部地域である日南市、串間市圏域の振興整備に資する施策を展開し、必

要な調査研究を行っている。特に人口減少問題をはじめとする圏域を取り巻く環境の変化

を踏まえ、単独では解決が難しい課題や広域による相乗効果が期待できる施策などにつ

いて連携した取組を進めている。 

 

②南九州総合開発協議会 

宮崎県都城市、日南市、小林市、串間市、三股町、高原町 

鹿児島県曽於市、志布志市、大崎町 

県を跨いだ南九州地域の総合開発及び自立的発展を図るため、関係市町が相互に連

絡協調し、積極的に意見交換を行い、当該地域の産業、経済、文化の飛躍的向上に資す

ることを目的としている。各市町のスキルアップのための研修等も行っており、平成３１年１

月１６日には内閣府地方創生推進事務局の自治体 SDGs 講師派遣制度を活用し、SDGs

に関して関係市町で理解を深めたところである。 

 

③鹿児島県志布志市との連携 

 本市は宮崎県南部に位置し、鹿児島県志布志市と隣接している。生活圏・商業圏・観光

圏が重なっており、各種取組を連携して行っている。また、志布志港にはフェリーさんふら

わあが運航しており、志布志港～大阪南港を結び関西圏からの重要な航路となっている。 

●これまでの主な取組 

 ・フェリーさんふらわあ内での合同 PR 

 ・合同観光キャラバン 

 ・JR日南線を利用したイベント「つながるマルシェ」の開催 

  

 

 

 

 

 

（志布志市との観光合同キャラバン風景） 
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３．海外の主体 

①株式会社 epoc（エポック）との連携 

 本市は宮崎銀行との協働事業である「串間市海外戦略プロモーション事業」の一環として

タイの富裕層をターゲットにした「串間フェア」に取組んでいる。株式会社 epocが運営する

バンコク伊勢丹のフードコートにおいて、本市の食材を使用したメニューを開発し、地場産

品の販売促進や食や旅を連携したPR活動を行っており、地場産業社の販路拡大を支援し

ている。 

 

 

（串間タイフェアー） 

 

②国立大学法人宮崎大学留学生との連携 

 宮崎大学に在籍している留学生との連携により、本市のインバウンド事業の課題と対策

を検討する予定であり、交流人口の増加に繋げていく。 

 

③農業分野における外国人技能実習生の受入 

 本市は農業分野において外国人技能実習生を受け入れており、平成３０年１１月末時点

でベトナムから１０名、インドネシアから８名、フィリピンから７名の計２５名が研修に来てお

り、今後も増加する傾向である。 

. 
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※改ページ 

 

 

 

 

 

2.1 自治体ＳＤＧｓモデル事業での取組提案 

（１）課題・目標設定と取組の概要 

（自治体ＳＤＧｓモデル事業名） 

SIT（Sustainable Industry Tourism）プロジェクト 

 

（課題・目標設定） 

ゴール４ ターゲット４．４     

ゴール７、ターゲット７．A 

ゴール８、ターゲット８．９ 

ゴール１１、ターゲット１１．４ 

ゴール１２、ターゲット１２．８ 

ゴール１５、ターゲット１５．２ 

ゴール１７、ターゲット１７．１７ 

 

       
                                                          

 本市は都井岬や幸島、本城干潟をはじめとする自然豊かで、第一次産業が主となる田園

都市である。しかし、平成４年に九州電力から原子力発電所建設が打診されてからは、市

を二分する賛否の対立構造が長く続くこととなる。そのような中で平成２３年４月に住民投

票により、原子力発電所建設の是非を問おうとした矢先、同年３月１１日に発生した東日本

大震災により、住民投票自体を中止とし原子力発電所の立地は完全になくなった。 

 その間も本市は自然との共存を選び、都井岬をはじめとする天然記念物でのガイド養成

事業や第一次産業の発展を本格的に取組んできた。その結果、九州で初となる「串間エコ

ツーリズム推進全体構想」の国（環境省・農林水産省・国土交通省・文部科学省）の認定を

受けた。 

また、第一次産業においては、GI認証を受けたさつまいもブランド「ヤマダイかんしょ」や

本市発祥であるみやざきブランドの「きんかんたまたま」は本年から栄養機能性食品として

健康に着目され、本市の代表的な農産品として出荷されている。 

２．自治体ＳＤＧｓモデル事業 （特に注力する先導的取組） 
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 本市発祥のきんかん「たまたま」    串間ご当地グルメ「串間活〆ぶりプリ丼ぶり」 

 

これらの農産品をふんだんに使用した「串パフェ」は県内２６市町村の料理のトップを決

める「平成２６年ご当地グルメコンテスト」に優勝し、本市の農産品のポテンシャルの高さを

PR した。 

水産資源においては東京など都心部にも出荷されている「養殖ぶり」を使用した串間ご

当地グルメ「串間活〆ぶりプリ丼ぶり」が平成２８年に宮崎県が主催した県民の選ぶグルメ

コンテスト「宮崎オススめし」において南那珂地区１位を受賞するなど認知度が高まってい

る。これらの取組を経てエコツーリズムを主体とし、豊かな食を複合的に併せた本市の新

たな可能性の一歩を踏み出したところである。 

さらに、平成３０年５月に域内の未利用材を活用した木質バイオマス発電所の稼働、同

年９月に農業用水路を活用した小水力発電所が稼働した。今後、九州最大規模の風力発

電所が稼働するなど、自然を活かした産業が生まれている。 

 今後、全国の多くの自治体が直面する、人口減少や高齢化対策は本市の喫緊の課題で

あり、国立社会保障・人口問題研究所の発表によると２０１５年１８，７７９人いた人口が、 

２０４５年には９，２２９人に減少し、４９．１％と高い人口減少率となっている。このため、エ

コツーリズムや再エネ施設を繋げた新しい交流人口増加対策を打ち出し、持続可能な産

業振興と活気あふれるまちづくりを展開する必要がある。 

 （取組の概要） 

 本事業は「エコツーリズム」「再エネ施設」「食」「お土産」「宿泊」をトータルコーディネイトす

るために必要である「旅行業者」の創設を目指す事業である。これまで、各観光地やエコツ

ーリズムは、それぞれ点と点であり、繋げて面とする取組ができていなかった。 

 本市のように小さな自治体の観光素材では大手旅行業者が旅行メニューを作ることはほ

とんど無い。しかしながら、前述のとおり魅力のある食材やエコツーリズム、社会学習の場

としての再エネ施設見学など豊かな自然と資源が多数存在しており、本市独自の着地型

旅行メニューの開発を行うことが、持続可能な地域づくりに繋がるものだと確信している。 

 当然メニュー開発に当たっては宮崎大学をはじめとする多様なステークホルダーとのパ

ートナーシップにより、自立的、かつ、持続可能な経済活動が行えるような仕組作りを構築

する。 
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（２）三側面の取組 

① 経済面の取組 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

８，９ 指標：都井岬入込客数 

現在（2017年）： 

95,989人 

2021年： 

150,000人 

指標：まちなかの道の駅（仮称）来訪者数 

現在（2019年）： 

  0人 

2021年 

340,000人 

 

１１，４ 指標：エコツーリズム参加者数 

現在（2019年 1月）： 

2,152人 

2021年： 

2,500人 

 

①―１．都井岬再開発 

【取組概要】 

 本市の地方創生の核と位置付ける「都井岬」に「エコツーリズム活動拠点施設」を整備す

る。施設には、エコツーリズムの新たな魅力発信と総合案内・受付機能及び風力・小水力・

バイオマスなどの「再生可能エネルギー」の市内での取組等を紹介するとともに、エコツア

ーの紹介・仮想体験を行う。 

 また、都井岬を訪れた観光客が、食事や物産品の購入ができるブースを設け、軽食は地

元産食材の使用に配慮した特別メニューを、物販においても地元事業者と連携した地域ゆ

かりのオリジナル商品を提供する。（地方創生拠点整備交付金申請中） 

 

（事業費） 

 ３年間（2019～2021年）総額：354,289千円 

 

①―２．まちなかの道の駅（仮称） 

【取組概要】 

 道の駅建設予定地周辺は、市役所等の公共施設、JR串間駅、商業施設等が集中する、

いわゆる本市の中心地であり、かつ国道２２０号及び国道４４８号の結節点である。しかし

ながら人口減少等により、集客力の低下や空き店舗が目立ち中心市街地としての機能低

下が顕著である。 

 この状況を打破すべく、当該エリアに道の駅を設置し「しごと創り」「ひと創り」「まちの創

生」へと繋がる重要な役割を担う拠点施設とするものとし、串間版地方創生の起爆剤とす
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る。具体的な機能として地場産品提供や飲食物提供の機能はもちろん、情報発信機能、

市民活動交流機能、防災機能（帰宅困難者受入、被災者情報収集、炊き出し、ボランティ

ア受入等の機能）を併せ持つものである。また、本市の推進する再エネの活用や CO2削

減等の環境に配慮した施設を目指し、地中熱源ヒートポンプによる空調設備を導入予定で

ある。 

（事業費） 

 ３年間（2019～2021年）総額：1,184,000千円 

 

①－３．串間エコツーリズム推進事業 

【取組概要】 

 「串間エコツーリズム推進全体構想」は、平成２９年２月に九州では初となる国の認定を

受け、また平成３０年２月には、「エコツーリズム大賞」（環境省主催）にて特別賞を受賞し

た。しかし、認知度や基幹産業（農林漁業や商工業）との連携が弱く、経済的な２次・３次効

果が未だ低い等の課題がある。 

 事業効果を地域産業（特に食と宿泊）に強く結びつけるため、地域貢献に資する新たなエ

コツアーや認定宿の開発、利用者助成をすることで、登録メニュー数と利用者数の増加、

エコツアー関連での宿泊者数の増加を目指す。将来の東九州自動車道整備や都井岬の

再開発、道の駅、旧吉松家住宅周辺整備と平行して、これらが整備された際に、本市へ訪

れる「理由・目的・必然性」となるソフトメニューとして、串間の具体的な楽しみ方を提案する

商品「串間エコツアー」を提供できる体制を作るものである。  

（事業費） 

 ３年間（2019～2021年）総額：24,000千円 

 

 

（2019年 1月 19日 宮崎日日新聞 記事） 
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② 社会面の取組 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

４，４ 指標：海外戦略プロモーション事業に伴う参加事業者数 

現在（2019年 1月）： 

 9事業者 

2021年： 

 15事業者 

 

４，１ 指標：福島高校生海外研修実施回数 

現在（2019年 3月）： 

0回／年 

2021年： 

1回／年 

 

②―１．海外戦略プロモーション事業 

【取組概要】 

 平成 28年度宮崎銀行との関係強化を図るため、包括連携協定を締結し、具体的な取組

として（株）epocによるバンコク（タイ）市内の伊勢丹内にあるフードコートにおいて、串間市

単独のフェアを実施している。 

 単発のいわゆる「イベント」では認知度の向上は見込めないので、継続した事業展開をす

る必要がある。そこで、日本食のニーズが高いことは昨年度行ったフェア等を通じて感じて

いることから、新たな販路拡大の可能性があると考える。 

（事業費） 

 ３年間（2019～2021年）総額：8,550千円 

 

②―２．きらり！福高ロード アドバンスプロジェクト事業 

【取組概要】 

 本市唯一の福島高校へ進学する者は年々減少傾向にあり、これまで入学支援金や給付

型奨学金等を支援してきたが、今後、人財育成について支援を充実させる必要がある。そ

こで、福島高校を「就職・進学に強い魅力あふれる学校」とするため、課題解決能力、現実

社会対応能力の育成に力を入れ、学びの環境の充実を図る。 

 学びの課程では、課題解決型シュミレーションプログラムの導入、海外研修、実践報告会

の実施を行い、産官学連携のもとに「就職・進学に強い魅力あふれる学校」を目指す。 

（事業費） 

 ３年間（2019～2021年）総額：9,000千円 
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③ 環境面の取組 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

７，a 指標：串間温泉いこいの里におけるバイオマス導入による CO２排

出量 

現在（2018年）： 

５５１ｔ-CO２／年 

2021年： 

１００ｔ-CO２／年 

 

１２，８ 指標：蓄電池導入補助数 

現在（2019年 3月）： 

０件  

2021年： 

15件 

 

③―１．串間温泉いこいの里再エネ導入事業（再エネで再生！複合型コミュニティ施設） 

【取組概要】 

本市唯一の温泉施設である「串間温泉いこいの里」は、最重要観光地である都井岬と

JR串間駅・市役所・建設予定の「まちなかの道の駅」（仮称）等がある中心市街地との中間

に位置しており、本市観光のキーポイントとなる施設である。 

しかし、上記のように重要な施設であるにもかかわらず、人口減少による客数の減少、

燃料代高騰による維持費の増大等により、指定管理者が赤字経営などで撤退し、その都

度対策（入湯税の減免、電灯のＬＥＤ化等）を行ったが抜本的な解決には繋がっていない。 

そこで、市役所支所、公民館、福祉施設（ふれあいセンター）の機能を集約し、「いこいの

里」を中心とした施設利用促進・地域活性化を推進、かつ、施設管理の効率化を図るととも

に、木質バイオマスボイラー（熱源利用）や太陽光発電（自家消費）などの再エネを導入す

ることにより、経営の安定化、光熱費や CO2の削減を図る。 

（事業費） 

 ３年間（2019～2021年）総額：92,222千円 

 

③―２．自家消費型新エネルギー導入促進事業 

【取組概要】 

本市はこれまで、家庭用太陽光発電の普及を図るため、自家消費・売電問わず発電規

模に応じて補助金を交付してきた。今後については、家庭におけるゼロエネルギー化を勧

めるとともに、災害時における自家発電施設の確保等の観点から、自家消費に特化し、蓄

電池と太陽光発電を同時に導入した場合に補助金を交付するものとし、再エネ（太陽光発

電）の普及を図るとともに蓄電池導入による災害に強いまちの推進を図るものである。 

（事業費） 

 ３年間（2019～2021年）総額：3,000千円 
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（３）三側面をつなぐ統合的取組 

（３－１）統合的取組の事業名（自治体ＳＤＧｓ補助金対象事業） 

（統合的取組の事業名） 

新モビリティ＆シームレスサービス実証事業 

 

（取組概要） 

本市の地域公共交通の現状については、高齢者の交通手段の確保、主要観光地への交

通ネットワークの不足、公共交通間のアクセスの悪さ、交通不便地域の様々な課題がある。 

 加えて、中心市街地の大規模開発が予定されており、将来を見据え、地域全体を見渡した

面的ネットワークを構築する必要があるため、2019年度に「公共交通網形成計画」の策定を

予定している。 

 同計画の策定にあたっては、まちづくり・観光振興等の地域戦略との一体性の確保が求め

られるため、本市が重点的に進めている各種エネルギー施策や「まちなか道の駅」（仮称）の

整備、都井岬再開発との連動性を持った持続可能な地域公共交通の再編を行うことで、公共

交通の活性化を図るとともに、経済・社会・環境の三側面をつなぐ重要なツールとなるもので

ある。 

（事業費） 

 ３年間（2019～2021年）総額：30,870千円 

 

（統合的取組による全体最適化の概要及びその過程における工夫） 

 2019年度に「地域公共交通網形成計画」の策定にあたり、低炭素型社会の実現と地域が

抱える様々な課題を平行し解決するため、グリーンスローモビリティの導入や自動車ＣＡＳＥ

の活用、観光振興と公共交通機関の利用環境を刷新する多言語対応やキャッシュレス決済

対応、シームレスで一貫した交通サービス「ＭａａＳ」等の実証実験を行い、地域公共交通の

充実により持続可能な社会実現に向けた検討を行う。 

 まずは、コミュニティバスのオープンデータを活用したバスロケーションシステム及びデジタ

ルサイネージを導入し利用者に対してバスの運行状況の見える化を行い、県内初となるグリ

ーンスローモビリティの実証実験を行い、段階的に電気自動車のカーシェアを進め、地域住

民と観光客の利便性の向上を図り、三側面の統合的取組の最適化を行う。 

 

（実証実験を検討しているグリーンスローモビリティ） 
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（３－２）三側面をつなぐ統合的取組による相乗効果等（新たに創出される価値） 

（３－２－１）経済⇔環境 

（経済→環境） 

KPI （環境面における相乗効果等） 

指標：市民アンケートに伴う環境に配慮した生活をしている割合 

現在（2018年８月）： 

70.7％ 

2021年： 

80％ 

 経済面のエコツーリズム及びSITプロジェクトに伴う低炭素（CO2削減）を意識した交通網が

整備されることとなり、多くの人が目にする機会が増え、環境の保全や整備に対しての意識

向上へと繋がる。 

（環境→経済） 

KPI （経済面における相乗効果等） 

指標：発電所視察者数 

現在（2019年 1月現在）： 

 471人／年 

2021年： 

1,200人／年 

 バラエティに富んだ再エネ施設が本市で多く稼働することにより、その施設の視察者が増加

するものと予想される。本市に訪れる視察者が増えることで、「食」や「お土産」といった経済

効果の上昇が相乗効果として期待できる。 

 

（３－２－２）経済⇔社会 

（経済→社会） 

KPI （社会面における相乗効果等） 

指標：エコツーリズム認定数 

現在（2019年３月）： 

12件 

2021年： 

20件 

 SDGsモデル事業の推進により、交流人口の増加を促進し、エコツーリズムの参加者数を増

加させる。それに伴い、エコツーリズム事業者の新規参入を促すことにつながり、メニューの

認定数増加が見込める。 

 

 

 

 

 

 

（くしまエコツーリズムに認定されている野生馬ガイド） 
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（社会→経済） 

KPI （経済面における相乗効果等） 

指標：本モデル事業の相乗効果により創出される雇用数 

現在（2018年度）： 

0人 

2021年： 

10人 

 事業の展開により本市の社会面の課題である人財育成の強化が図られ、多様な人材の雇

用確保などの相乗効果が期待される。 

 

（３－２－３）社会⇔環境 

（社会→環境） 

KPI （環境面における相乗効果等） 

指標：小中学生を対象とした、市内再エネ施設の工場見学数 

現在（2019年３月）： 

1回 

2021年： 

11回 

 SDGsモデル事業の取組により、エコツーリズム事業者や地場産業者の育成が促されること

で、活気あふれるまちへと繋がっていく。そのことにより、その社会を作り上げた自然への理

解を深まり、再エネ施設等への関心が深まっていき、環境教育の好循環へと繋がる。 

 

 

 

 

 

 

（再エネ施設の見学風景） 

（環境→社会） 

KPI （社会面における相乗効果等） 

指標：コミュニティバス利用者数 

現在（2018年度）： 

25,976人 

2021年： 

30,000人 

 環境に配慮した社会が実現することで、市民全体の意識の向上へと繋がり、公共交通分野

におけるグリーンスローモビリティ等の低炭素車両導入実験に向けた理解が深まっていき、

公共交通の利用促進へ繋がる。 
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（４）多様なステークホルダーとの連携 

 

 

 

団体・組織名等 モデル事業における位置付け・役割 

国立大学法人宮崎大学  本市モデル事業の核として、エコツーリズムと再エネ施設

等を繋ぐ取組が必要となってくるが、それらを持続可能な取

組へと昇華させるためにも、客観的、かつ、論理的に分析

することが必要となる。そのため、宮崎大学とは２０１８年度

より旅行商品造成に向けた協議を進めている。さらに、同

大学の産学・地域連携センターとも連携し、持続可能なまち

づくりにむけて、産官学での取組を進めている。 

日産自動車株式会社  三側面の取組において交通網の充実は必要不可欠であ

る。既存の車両導入を進めるのではなく、交通手段におけ

る低炭素化を推進するため、公用車（EV）のカーシェアリン

グをはじめ、充電インフラの整備のサポートを連携して実施

していく。 

また、交通分野における連携だけでなく、レジリエンスな

都市実現のため、電気自動車を「動く蓄電池」として活用す

ることの実証実験などを計画している。 

株式会社宮崎銀行  本県における第一地銀である宮崎銀行とは、海外戦略プ

ロモーション事業においてタイアップを行っており、事業者

の育成とともに、強い経済を実現させる重要なステークホ

ルダーである。 

また、タイとの繋がりは上記に述べる以外にも、国際化を

目指していく上で重要なチャンネルとなっており、本市の

SDGsの取組を発信できる重要な役割を担っている。 

今後においては、地場産品の海外輸出だけでなく、イン

バウンドを取り込んだ連携が期待できる。 

一般社団法人串間市観

光物産協会 

 同協会は観光分野と物産分野の両側面を持つ、本市の

観光と商工業の発展のため重要な組織である。本市モデ

ル事業においては、再エネを核とする交流人口促進事業を

展開することとしており、観光においてキーセンテンスであ

る「食」や「お土産」分野における重要なステークホルダーで

ある。 
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（自治体ＳＤＧｓモデル事業のための）コンソーシアム 

 庁内を横断的に取りまとめる SDGsプロジェクトチームを立ち上げ、これまでの本市におけ

る取組に関与してきたステークホルダーを加えたコンソーシアムを形成し、客観的な進捗管

理を行う予定である。 

（５）自律的好循環 

（事業スキーム） 

人口減少により「消滅可能性都市」として存続が危ぶまれている本市であるが、本事業を

推進することで、「経済」「社会」「環境」の３側面への課題を解決するだけでなく、活力ある持

続可能な都市へ転換し、全国に先駆けた自然とエネルギーが共存するモデル地区になると

考えている。 

  

具体的には 

①エコツーリズムと再エネ施設見学への参加者増によるビジネスチャンスの拡大 

②ビジネスチャンスの拡大により、市内事業者のスキルアップや商品開発に繋がる。 

③自然とともに共存するため官民一丸となった再エネの普及と理解の醸成 

 

が、生まれ自然と再エネ施設が中心となった自律的好循環と繋がり、SDGsの達成に大きく寄

与できる。 
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（将来的な自走に向けた取組） 

本市の SDGsモデル事業である SITプロジェクトは総務省「地域おこし協力隊」制度を活用

し、意欲ある移住者とともに作り上げることとしている。在任期間は制度の特別交付税を活用

し、有利な財源を措置するとともに、旅行業に関する研修を地方創生 SDGs官民連携プラット

フォームや宮崎大学産学・地域連携センターとのマッチングにより、実践的なものとなるよう

計画している。その研修等に係る費用を宮崎県の補助である「持続可能な地域づくり応援事

業」の活用を予定し、これらの計画を的確に実施していくことで、自走できる取組にする。 

（６）資金スキーム 

（総事業費） 

 ３年間（2019～2021年）総額：1,393,061千円 

（千円） 

 経済面の取組 社会面の取組 環境面の取組 
三側面をつな

ぐ統合的取組 
計 

2019年度 862,289 5,850 93,222 18,685 980,046 

2020年度 692,000 5,850 1,000 18,000 716,850 

2021年度 8,000 5,850 1,000 18,000 32,850 

計 1,562,289 17,550 95,222 54,685 1,729,746 

 

 

（活用予定の支援施策） 

支援施策の名称 
活用予定

年度 

活用予定額 

（千円） 
活用予定の取組の概要 

地方創生拠点整備交付金 2019 136,329 経済面の都井岬再開発計画に活用予定 

再生可能エネルギー電気・

熱自立的普及促進事業 
2019 45,701 

環境面の串間温泉いこいの里再エネ導入

事業に活用予定 

都市再生整備計画事業 
2019～

2020 
400,000 

経済面のまちなかの道の駅計画に活用予

定 

 

（民間投資等） 

 カーシェアリングやグリーンスローモビリティ等の実証実験として、前述しているステークホ

ルダーと積極的に連携していき、ビジネスモデルの検証を行い、企業の参入を促していく。 
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（７）スケジュール 

 

 取組名 2019年度 2020年度 2021年度 

統
合 

SITプロジェクト 

 

   

新モビリティ＆シームレ

スサービス実証事業 

 

   

経
済 

①－１ 

都井岬再開発事業 

 

 

 

   

①－２ 

まちなかの道の駅 

 

 

   

①－３ 

串間エコツーリズム推

進事業 

   

地域おこし協力隊募集 

（～９月） 
旅行業に伴う研修等 

（～３月） 

宮崎大学等と連携した取組推進 

計画策定に伴う調査等 

（～２月） 

計画に伴う業務委託準備 

（～８月） 

計画策定 

（～３月） 

公共交通網計画推進事業 

（～３月） 

オリジナル商品開発等・収益力向上効果的な発信方法戦略等 

出店者募集及び決定 

（～２月） 

出店に伴う規定等策定 

（～９月） 

開店準備 

（～２月） 
開店 

（～３月） 
営業開始 

設備整備に関する入札等 

（～８月） 

エコツーリズム拠点の整備 

（～３月） 

2020年 4月にオープン 

定期的なイベントの開催 

都井岬再開発事業、SITプロジェクトとの取組推進 

公共交通網計画推進事業 

（～３月） 

エコツーリズム拠点の工事 

（６月～３月） 
外構工事 

（～３月） 
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社
会 

②－１ 

海外プロモーション事

業 

   

②－２ 

きらり！福高ロード ア

ドバンスプロジェクト事

業 

   

環
境 

③－１ 

いこいの里再エネ導入

事業 

   

③－２ 

自家消費型新エネルギ

ー導入促進事業 

   

イベントの実施 

（～１月） 
イベントの企画・準備 

（～１２月） 

定期的な課題解決学習及び海外研修の実施 

設計 

（～６月） 

工事期間 

（～２月） 

完成 

（～３月） 

定期的なイベントと SITプロジェクト 

との取組推進 

通年で補助の申請受付及び交付 

定期的な課題解決学習及び海外研修の実施 

海外研修期間 

（9月～10月） 

通年で補助の申請受付及び交付 

イベントの企画及び実施 



2019年度自治体ＳＤＧｓモデル事業提案概要（提案様式２） 

事業名：SIT（Sustainable Industry Tourism）プロジェクト 提案者名：宮崎県串間市長 島田俊光 

取組内容の概要 

・再生可能エネルギー施設を核とした産業観光を展開し、交流人口の増加に寄与し地域内の経済の循環を促す。同時に、環境省による「自然環境保

護と観光振興の両立を目指すエコツーリズム推進地域」に指定されていることから、再生可能エネルギー施設とエコツーリズムを融合させた新しい旅

行商品の造成を行うことで、本市独自の取り組みを行う。 

 

                                                

 

日産自動車株式会社との連携に 

より、電気自動車の活用や充電 

整備を推進し、持続可能な社会 

を形成。 

国立大学法

人宮崎大学 

串間市 

宮崎銀行との連携により

海外戦略プロモーション

事業を展開。市内事業所の

輸出のサポートを実施。 

 

 

 

 

〈取組課題〉 

多様な社会で活躍

できる人財の育成 

〈取組課題〉 

本市の魅力を活かした旅行商品の造成 

〈取組課題〉 

低炭素化社会に対する意識の向上 

環境 

●太陽光パネルや蓄電池の普及促進 

●市民を対象とした再エネ施設見学の実施 

●市民に向けた出前講座の開催 

自治体ＳＤＧｓ補助金 

三側面をつなぐ統合的取組 

新モビリティ＆シームレス 
サービス実証事業 

公共交通におけるステークホルダーとの連携 

産学連携により、旅行商

品の造成や企業とのコ

ラボにより、三側面の総

合的な取組を実施 
●宮崎大学との綿密な連携 

●旅行業取扱管理者の育成及び組織化 

●市内事業所の積極的な事業の参画 

経済 社会 

●グローバル社会に対応できる人財の育成 

●大規模災害に対応できる人財の育成 

●高校生に対する海外渡航支援 

環境面の相乗効果 
発電所視察者数の増加 

経済面の相乗効果 
環境に配慮した生活をして
いる人の割合の向上 

社会面の相乗効果 
雇用数の増加 

経済面の相乗効果 
エコツーリズム認定数 

の増加 

環境面の相乗効果 
コミュニティバス利用者数の増加 

社会面の相乗効果 
再エネ施設の見学数の増加 

地域資源である木材を活用した木質バイオ

マスボイラーと太陽光設備の導入により電

気使用料と化石 

燃料の削減を実 

現させ、経営の 

V字回復を狙う。  

             （串間温泉いこいの里） 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=imgres&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwiX89jM7PbeAhWDxbwKHdsMDFIQjRx6BAgBEAU&url=http://www.miyagin.co.jp/kojin/sonaeru/iryou/&psig=AOvVaw1kiAunxuDKjQIwTUaFH4YR&ust=1543486279037409


 















 

 

 
 

 

 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 




